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幼稚園・保育園・認定こども園に対する
経営情報等の「見える化」が始まる背景

　保育士等の給与は全産業平均から大きく乖離しており、この現状が深刻な人手不足を引き
起こし、保育の質の低下を招いていると言われています。

　この問題を解決するために保育士の処遇改善に向けた取り組みが急務とされていますが、
その財源となるのは国民の税金や保険料です。

　処遇改善を実施したとして、本当に保育士等の処遇改善に繋がっているのかを明らかにす
る必要があります。そこで、保育施設に対する経営情報の透明化、つまり「見える化」が求
められるようになりました。

　経営情報等の「見える化」により求職者は自分に合った職場を選びやすくなり、保護者は
施設の運営状況や保育の質を評価し、安心して子どもを預けられる施設を選ぶことができる
ようになります。

　しかし、内部体制や情報発信が旧態依然のままでは、優秀な人材も保護者も条件の良い施
設に集中し、採用難や定員割れが深刻化し、経営が立ち行かなくなる恐れがあります。

こども���「保��等における��的な��情�の⾒える�について」

制度が始まる前に 情報公開されても「誤解がない」
園の運営体制を整えていくことが必要です



集計・分析・公開される数値・指標と
公開に伴って想定されるリスク

公定価格基準上の配置基準に対する実際の配置人員の割合

実際に配置されている職員の状況について、公定価格上の配置基準との対比をもって示
す。複数施設で効率的に運営できている園の配置が薄く見える懸念がある。

配置人員の構成比

勤務形態別や職種別、経験年数区分別での配置人員の構成比を示す。単純な常勤・非常
勤比率や年数、職種で 保育の質が単純に比較されかねないリスクがある。

職種毎の有資格者の状況

資格・免許の取得状況が公開される。園によっては無資格者雇用を行い清掃業務等を担
っている場合もあると思うが、単純な資格比率が一人歩きしてしまうと 保護者や求職者
に誤解を与える懸念がある。

１人あたりの平均給与

平均給与は定員規模や充足率、職員数や常勤非常勤比率で大きく変わり、それに伴い業
務負担量も1人あたりの保育する園児数も異なるが、それが加味されずに単純比較され
る懸念がある。

処遇改善加算の取得状況

処遇改善加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの取得状況が公開されることで、園が職員のキャリアアップや処遇
改善に対して前向きであるか、また 処遇改善加算Ⅱに該当するような役職が園内にある
かがわかる。

人員配置に係る指標と1人あたりの平均給与の相関関係

人員配置数と1人あたりの平均給与には相関関係があると推察されるが、公表のされ方
によっては 園の実態と異なるニュアンスで公開される懸念がある。

収入・収益に占める主要な支出・費用区分の割合

人件費や人件費以外のその他主要な科目、収支差額等が公開されるが、園の安定運営に
不可欠な一定の利益や積立を否定的にみられるリスクがある。

セミナーでは他にも具体的に公開される指標や
それで起こる影響と対策についてセミナーではお話します



経営年数 学歴区分 職歴 給料（月額） 諸手当 合計 年収目安

1年 大学卒 一般 200,000 30,000 230,000 3,200,000

5年 大学卒 一般 230,000 50,000 280,000 3,360,000

10年 大学卒 一般 250,000 60,000 310,000 3,720,000

人件費比率（狭義） 人件費比率（広義）

当該施設・事業者 70% 81%

グループ平均 80%

　実際に園に配置されている職員数を 公定価格上の配置基準と対比させて示します。他の園
と比較ができることで、人員に余裕のある園かそうでないかが「見える化」されます。

　実際の給与情報は秘匿性が高いため、モデル化した給与情報が公開される見通しです。ま
た、給与や賞与の支給基準、退職金制度等の定性的な情報も公表される見通しです。

＜月間給与モデル 公開イメージ＞
　　職種：保育士
　　モデル形式：月額給与 所定勤務時間数：160時間/月　

　園・法人単位での詳細な財務諸表の情報公開は予定していないですが、人件費比率につい
ては 園・法人単位での公開が予定されています。この人件費には給料や賞与、退職給付費、
法定福利費等が含まれる見込みです。

＜人件費比率 公開イメージ＞

施設・事業者別に
集計・分析・公開される数値・指標

①公定価格基準上の配置基準に対する実際の配置人員の割合

②モデル化した給与額

③�件��率



　地域や事業別のリアルな平均給与が公開されることにより、職員は自分の給与が
平均と比べてどうなのかを簡単に比較できるようになります。つまり、給与が平均
より低い施設では優秀な人材の確保が難しくなり、既存の職員が離職するリスクが
高まります。

　また、法人のモデル給与も公開されるため、他法人と比較してモデル給与が低い
場合、職員は将来に期待できず離職する可能性が高まります。逆に、モデル給与を
高く設定しても、実際の給与が期待に届かなければ法人への不信感へと繋がり、大
量離職の懸念が生じます。

　特に、「なんとなく」で給与を決めている法人は注意が必要です。同じ年次や役
職であっても、正当な理由なく職員によって給与が異なる場合、透明性が高まるこ
とで不満が爆発し、離職率が急増する懸念があります。

①近隣園の人件費と比較がしやすくなり、配置も潤沢な
　園に人が流れやすくなる
　地域毎の平均給与が明らかになることで、その平均給与よりも低い園が採用力を
高め、離職を防止するために給与を引き上げようとし、業界全体の給与相場が急速
に上昇することが予想されます。

　もちろん保育士の処遇改善はとても喜ばしいことではありますが、無計画に人件
費を引き上げてしまって経営が立ち行かなくなってしまっては本末転倒です。持続
的に処遇を改善できる経営改善とともに、給与引き上げ以外の職員の満足度を高め
るための職場環境の改善や、独自の魅力を打ち出す情報発信が求められます。

③園児募集にも影響

②採⽤・��・離�の状況が⼆��

　必要保育士数がぎりぎりの配置だと、園児を受け入れることはできませんから、
採用難・離職増で 園児を思うように受け入れられなくなる懸念もあります。こども
の教育に熱心な保護者は、あまりにも待遇が悪い、評判の悪い施設は質の高い先生
が集まりにくいと考える保護者から敬遠される懸念があります。

　特に最近では民間まとめサイトやオープンチャット等での口コミが非常に影響力
を持っています。特に、悪い情報は瞬く間に広まりやすく、施設の評判に大きな影
響を及ぼします。例えば、給与が低い、職員の定着率が悪いといった情報が流れる
と、保護者の間で「この施設は避けた方がいい」という印象が広がり、園児が集ま
りづらくなる懸念があります。

　保護者の中にも保育士が一定割合存在する（職員サイドのリアルな口コミも保護
者にまわりやすい）ということにも留意が必要です。

2025年は 配置基準も76年ぶりに改正予定
セミナーでは 具体的に「今までのやり方」から見直すべき

ポイントについて解説します

公開義務化後に起こると予想されること



①理想の組織図の作成

　続いて取り組むべき重要なステップの一つが、「理想の組織図」の作成です。人員を無計画に増や
しても、適正な配置でなければ職員の給与を上げることは難しくなります。経営資源を無駄にせず、
効率的に運営するためには、適正な人員配置が必要です。

　しかし、情報公開が進むと、単純に「保育士数が多い方が良い園」と誤解されるリスクがありま
す。これに対処するために、まずは理想の組織図を作成し、役割を明確にすることが重要です。

理想の組織図を作成することにより、法人内で目
指すべき組織の形を明確にし、全職員がそのビジ
ョンを共有することができます。

　また、明確な組織図があることで、求職者や保
護者に対しても、組織の強みやビジョンを効果的
に伝えることができます。

どのような役割・担当を容易すべきかはセミナー
内で解説します。また、【本セミナー参加者全員
に 理想の組織図作成のフォーマットを贈呈してい
ます】

②評価制度の導入と、給与体系の見直し

　続いて重要な取り組みが、評価制度の導入と給与体系の見直しです。地域ごとの平均給与や法人の
モデル給与が公開される中で、適切な評価制度と納得感の高い給与体系を構築することが不可欠で
す。このポイントについてセミナー内では解説します。

　地域ごとの平均給与が明らかになることで、求職者や職員が自分の給与を他園と比較しやすくなり
ます。もし、自園の給与が平均より低い場合、優秀な人材を確保することが難しくなり、離職率が上
昇するリスクがあります。

　モデル給与が公開されることで、求職者や職員は他園と比較しやすくなります。しかし、給与の決
定基準が曖昧だと、採用活動が難航し、職員の離職が進むでしょう。特に、入職後に実際の給与がモ
デル給与と異なる場合、不満が生じ、大量離職、ということにも繋がりかねません。単純に「職員の
給与平均を出す」というのも、そう簡単にはいきません。

　適切な評価制度を導入することで、職員の成果や貢献度に基づいた給与決定が可能になり、自分の
努力が正当に評価されると感じ、モチベーションが向上します。また、適切に処遇改善加算等を分配
することができるようになるため、法人負担の軽減に繋がる場合もあります。
　

情報公開が迫る今、取り組むべきこと４選



　最後に重要な取り組みが、積極的な情報発信です。給与水準や職員配置等の「数字」だけが一人歩
きしてしまうと、求職者や既存職員、保護者から誤解や不安を招く懸念があります。

　そうなる前に自分たちの園の強みや特色をホームページや採用専用のインスタグラム等を活用し
て、具体的に・積極的にアピールし、求職者や既存職員、保護者の安心感を高め、採用や募集に繋げ
ることが重要です。

　例えば、給与の決定方法やキャリアアップのための研修制度、評価基準等の他、実際に働く職員の
声や研修の様子、保護者からの評価等も掲載できるとより園の魅力が具体的に、わかりやすく伝わる
ようになります。具体的な情報発信事例をセミナー内で紹介します。

　

④積極的な情報発信

③自法人の求人の強みを整理

　まず取り組むべきことの一つが、自法人の求人の強みを整理することです。自園の強みを理解する
ためには、まず周囲の保育園がどのような状況にあるのかを把握する必要があります。自園の給与水
準や福利厚生が他園と比べてどの程度優れているのか、または改善が必要なのかを明確にしないと、
近隣園との人材獲得競争に勝つための第一歩を踏み出すことができません。

　求職者は給与だけでなく、長期的な安定や働きやすさも重視するため、給与の比較だけでなく、退
職金制度、年間休日数、その他の福利厚生についても調査することで、総合的な待遇の比較が可能に
なります。具体的な調査方法はセミナー内で解説、また【本セミナー参加者 先着30名分の近隣の求
人調査を代行します】

情報公開が迫る今、取り組むべきこと４選


